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事業
概要

農地の賃借料、備品の修理費等市民農園の運営に必要な費用。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

市民農園での農業体験を通して、農業への理解を深める。

市民の交流の場とする。

その他

現状と
背景

現在、中浜、中野、竹内の３箇所に市民農園があり、多くの方に利用されて
いる。

0 0

332 332 ▲ 10

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 342 332

一般財源 0 0

⑤－①

事業費 342 332 332 332 ▲ 10

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 市民農園管理費

項 農　業　費



10

6

1

3

▲ 116

事業
概要

中学生以下の子どもとその保護者を対象とし、さつまいも、トマト、キュウリと
いった野菜の植付から収穫までの農業体験を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

家族で農業体験をすることによって食に対する理解を深める。将来の消費
者である子どもたちに地元野菜の素晴らしさを伝える。

その他

現状と
背景

食の安全が注目される中、無農薬または減農薬で野菜を生産、食すること
により、子どもの食育に寄与し、参加者からは非常に好評である。

173 17 ▲ 190 0

37 190 227 202

0

0

県 115 173 17 190 75財
源
内
訳

国

市債

その他 25 37

一般財源 116 380

⑤－①

事業費 256 417 383 34 417 161

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 親子ふれあい農園事業

項 農　業　費



10
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3

0

事業
概要

有害鳥獣による農作物被害を防ぐため、箱ワナ及び猟銃による捕獲駆除を
行う者に対して補助金を交付する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

カラス他有害鳥獣による農作物被害を防ぐため。

その他

現状と
背景

カラスは市内全域で農作物に食害を与えている。市が農業者と協力し、防
除できる態勢を構築した。

356 356

0

0

0

県 178 178 178 178 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 356 356

⑤－①

事業費 534 534 534 534 0

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 有害鳥獣捕獲事業補助金

項 農　業　費



10

6

1

3
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事業
概要

遊休農地の適正な管理を行い、景観の保全に努める。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

一般財団法人境港市農業公社が中間保有している農地等の草刈りを行う
ことにより、遊休農地の適正管理と景観の保全を図る。

その他

現状と
背景

一般財団法人境港市農業公社の借り受けている農地の中には、長期にわたり借受け希
望が無いものもあり、現在の利用権設定期限が到来するまでの間、適正に管理する必要
がある。また、遊休農地を適正に管理しようとする者に対し、刈払機の貸し出しを行ってい
る。

152 152

5 5 0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 5 5

一般財源 62 152

⑤－①

事業費 67 157 157 157 90

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 遊休農地利用促進対策事業

項 農　業　費



10

6

1

3

▲ 25

事業
概要

認定農業者が借り入れた農業経営基盤強化資金の利子を助成する。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

農業経営基盤強化資金の利子を助成し、経営の安定化を図る。

その他

現状と
背景

農業経営基盤強化資金は資金使途が広いため、認定農業者からの需要が
多い。

55 55

0

0

0

県 79 55 55 55 ▲ 24財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 80 55

⑤－①

事業費 159 110 110 110 ▲ 49

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 農業経営基盤強化資金利子補給金

項 農　業　費



10
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3

63

事業
概要

新規就農者が借り入れた農地賃借料を助成する。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

生産基盤が不十分な新規就農者の負担軽減を行い、農業の新たな担い手
を育成する。

その他

現状と
背景

本市の新規就農者は近年減少しており、担い手確保のための支援策として
非常に有効である。

296 296

0

0

0

県 233 296 296 63財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 233 592

⑤－①

事業費 466 592 592 592 126

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 農地賃借料助成事業補助金

項 農　業　費



10
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1

3

0

事業
概要

白ねぎの連作障害緩和のために作付けされる緑肥作物の種子購入費の補
助 今年度

見直し
事 項

事業
目的

連作障害を緩和し、収穫量２割増収、生産コスト２割削減を目標とする産地
改革を推進する。

その他

現状と
背景

白ねぎは連作障害のため、年々単収が低下している。緑肥作物により連作
障害の緩和、地力の増進を図る必要がある。

0 0

340 94 434 21

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 413

一般財源 0 434

⑤－①

事業費 413 434 340 94 434 21

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 緑肥作物作付推進事業補助金

項 農　業　費



10
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3

0

事業
概要

野菜価格安定基金への積立金の農家負担分に対し補助する。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

特産野菜である白ねぎ、冬人参の価格が下落した際に取り崩される積立金
の農家負担に対し、補助することで経営の安定化を図る。

その他

現状と
背景

近年、中国産野菜の輸入により取引価格は低迷している。その中での取引
価格の下落は農家にとって死活問題であり、積立金の農家負担を軽減する
必要がある。

0 0

168 168 0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 168

一般財源 0 168

⑤－①

事業費 168 168 168 168 0

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 野菜価格安定対策事業補助金

項 農　業　費
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3
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事業
概要

白ねぎ病害虫防除薬の購入費に対する補助。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

 特産野菜である白ねぎの指定産地としての地位の維持・発展を図る。

その他

現状と
背景

 病害虫防除薬は年々改良されており、新薬剤の普及をする必要がある。

376 ▲ 376 0

403 403 135

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 268

一般財源 0 403

⑤－①

事業費 268 403 376 27 403 135

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 特産野菜産地維持対策事業補助金

項 農　業　費



10

6

1

3

▲ 658

事業
概要

新規就農者が購入した機械・施設に対し助成する。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

基盤が脆弱な新規就農者に補助することにより経営の安定を図る。

その他

現状と
背景

新規就農状況

H22＝2人、H23＝0人、H24＝1人、H25＝0人、H26＝3人、H27＝3人

1,699 ▲ 1 1,698

0

0

0

県 4,709 3,395 3,395 1 3,396 ▲ 1,313財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 2,356 1,699

⑤－①

事業費 7,065 5,094 5,094 5,094 ▲ 1,971

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 就農条件整備事業補助金

項 農　業　費



10

6

1

3

▲ 7

事業
概要

農地所有者が農地を適正に管理する費用について、標準的な開墾（草刈）
費用の2分の1を限度として助成 今年度

見直し
事 項

事業
目的

遊休農地所有者が業者等に草刈を依頼する際の費用を負担することによ
り、遊休農地の解消を図る。

その他

現状と
背景

従来、借り手のついた遊休農地については、農業公社が開墾費を負担して
いたが、農業公社の財政負担の軽減および公平性の観点から、所有者に
も費用の1/2以上の負担を願うもの。

23 23

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 30 30

⑤－①

事業費 30 30 23 23 ▲ 7

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 農地適正管理費補助金

項 農　業　費



10

6

1

3

▲ 226

事業
概要

一般財団法人境港市農業公社が遊休水田を借り受け、水稲栽培を市内農
家に委託し、水田の不耕作解消と収穫された米を学校給食米飯用として利
用する。 今年度

見直し
事 項

栽培面積を２１アール増やし、９４
アールの水田で栽培を行うとともに、
海藻肥料を使用した栽培に取り組
む。

事業
目的

水田の不耕作解消及び耕作水田の周辺環境を維持するとともに、収穫した
米を学校給食米飯用に提供し、地産地消と食育を推進する。

その他

現状と
背景

中央墓園南側に広がる深田川沿いに広がる水田地帯の遊休化の阻止と稲
作営農環境の維持が必要である。

303 ▲ 303 0

651 303 954 441

0

0

県 226 302 302 76財
源
内
訳

国

市債

その他 513 651

一般財源 226 605

⑤－①

事業費 965 1,256 1,256 1,256 291

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 学校給食米栽培委託事業

項 農　業　費



10

6

1

3

▲ 133

事業
概要

新規就農者に対して、就農後３年間、使途を限定しない交付金を交付
今年度
見直し
事 項

事業
目的

就農初期の生産基盤の不安定な新規就農者の早期の経営安定、定着を
図る

その他

現状と
背景

経済状況の悪化により、会社を退職して農業へ転職する者が増えるなど農
業の担い手確保に追い風が吹いている。しかしながら、機械・施設に対する
初期投資、収入が安定して入ってくるまでの運転資金や生活資金の確保
に苦慮

244 244

0

0

0

県 753 486 486 486 ▲ 267財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 377 244

⑤－①

事業費 1,130 730 730 730 ▲ 400

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 就農応援交付金

項 農　業　費



10

6

1

3

▲ 2,153

事業
概要

伯州綿を使用した製品を地域の新生児、高齢者に贈呈。

　（0歳：おくるみ、100歳：ひざかけ）
今年度
見直し
事 項

事業
目的

伯州綿を使用した製品を地域の新生児、高齢者に提供することで、安心、安全な
伯州綿製品による「衣」の地産地消を推進、国産栽培綿の魅力を内外にＰＲし、他
製品の販売促進につなげる。

（新生児：おくるみ、100歳：ひざかけ）

その他

現状と
背景

H21年度より(財)境港市農業公社において「伯州綿」を本格栽培。

H23年度に新生児、100歳高齢者に伯州綿製品を市からプレゼント。伯州綿製品の全国販売も開始。

伯州綿製品の販売については、首都圏、全国販売に加え、地元販売の商品を開発。

サポーター制度を充実させ、地域住民に栽培を支えてもらいながら、継続的に栽培できる体制を構築。

2,787 2,787

0

0

0

県 610 2,787 2,787 2,177財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 4,940 5,574

⑤－①

事業費 5,550 5,574 5,574 5,574 24

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 伯州綿製品地産地消推進事業

項 農　業　費



10

6

1

3

0

事業
概要

経営所得安定対策等における申請書類の受付、作付確認等の事務を行う
地域協議会に対し、そのために必要となる経費を補助する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

経営所得安定対策等の推進を補助し、本市農業の振興を図る。

その他

現状と
背景

販売価格が生産費を恒常的に下回っている作物が多いのが現状であり、
経営所得安定対策等によってこれらの産業としての持続性を回復させるこ
とが必要である。

0 0

0

0

0

県 560 365 365 365 ▲ 195財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 0 0

⑤－①

事業費 560 365 365 365 ▲ 195

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 経営所得安定対策等推進事業補助金

項 農　業　費



10

6

1

3

0

事業
概要

有害鳥獣や野生動物を捕獲する際に必要となる軍手、消毒用品、捕獲用
具等の購入費、及び有害鳥獣捕獲事業で捕獲した有害鳥獣の処分手数
料。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

有害鳥獣や野生動物の被害があった場合又は発見された場合に連絡を受け、現
地に出向いて、有害鳥獣等の回収を行う。その際に必要となる捕獲用具等を購入
するため。

有害鳥獣捕獲事業で捕獲した有害鳥獣を焼却処分するため。

その他

現状と
背景

有害鳥獣、野生動物の被害、発見はいまだに多くみられる。今後とも現地
に出向き、回収をする必要がある。

308 308

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 308 308

⑤－①

事業費 308 308 308 308 0

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 有害鳥獣等捕獲事務費

項 農　業　費



10

6

1

3

0

事業
概要

今後の地域農業のあり方を示す人・農地プランを策定・更新するため、地域
の農業者との話し合い、合意形成、有識者への意見聴取等を行うにあたっ
ての事務的経費。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

人・農地プランを策定・更新し、これに基づいた農業再生施策を円滑に実
施する。

その他

現状と
背景

「食と農林漁業の再生実現会議」の中間提言において、経営面積２０ｈａ以
上の経営体が大宗を占める農業構造を目指すことが明記された。これを目
指す仕組みを構築するため、人・農地プランにおいて地域の中心となる経
営体を定めることが必要になった

50 50

0

0

0

県 49 49 49 49 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 50 50

⑤－①

事業費 99 99 99 99 0

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 人・農地プラン更新事業

項 農　業　費



10

6

1

3

0

事業
概要

人・農地プランにおいて位置付けられた原則４５歳未満の独立・自営就農
者について、使途を定めない交付金を交付する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

経営開始直後の所得確保による、青年就農者の就農意欲の喚起と定着の
促進を目指す。

その他

現状と
背景

近年、４０歳未満の新規就農者数は１万５千人に達するが、実際に定着した
のはそのうち１万人程度である。これを倍増させ、２万人の就農者を創出す
る必要がある。

0 0

0

0

0

県 7,500 8,250 8,250 8,250 750財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 0 0

⑤－①

事業費 7,500 8,250 8,250 8,250 750

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別  補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 青年就農給付金

項 農　業　費



10

6

1

3

0

事業
概要

担い手農家等への農地集積・集約化を図るために、交付要件を満たし、農
地中間管理機構に農地を貸し出した農地所有者等に対して、機構集積協
力金を交付する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

担い手農家等への農地の集積や農地の連坦化を促進する。

その他

現状と
背景

鳥取県では、農地中間管理機構として（公財）鳥取県農業農村担い手育成
機構が農地中間管理事業を行うが、同機構への農地を貸し出しを促進す
るため、農地所有者等に対する支援する制度が措置されている。

0 0

0

0

0

県 500 3,500 3,500 3,500 3,000財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 0 0

⑤－①

事業費 500 3,500 3,500 3,500 3,000

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別  補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 機構集積協力金

項 農　業　費



10

6

1

3

▲ 189

事業
概要

全国から綿の関係者が一堂に会する「全国コットンサミット」に参加し、伯州
綿をＰＲする伯州綿連絡協議会に対する参加支援としてバス代の助成を行
う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

全国から綿の関係者が一堂に会する「全国コットンサミット」に参加し伯州綿
をＰＲする伯州綿連絡協議会に対する参加支援としてバス代の助成を行
う。

その他

現状と
背景

H23年度　岸和田市

H24年度　境港市

H25年度　奈良県広陵町

H27年度　長野県高山村

237 ▲ 237 0

237 237 237

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 0

一般財源 189 267

⑤－①

事業費 189 267 237 237 48

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 全国コットンサミット参加支援事業

項 農　業　費



10

6

1

3

0

事業
概要

ＪＡ鳥取西部が水木しげるロード沿いにて運営する店舗の一角において、
弓浜絣及び伯州綿製品を販売、ＰＲするため、ＪＡが支払う家賃の一部を負
担する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

年間２７０万人を超す観光客の訪れる水木しげるロードにおいて、県内外及
び外国人観光客に対して弓浜絣、伯州綿製品を販売、ＰＲする。

その他

現状と
背景

弓浜絣、伯州綿については、「ここ」という販売店舗がなく、数多くの観光客
にＰＲできる水木しげるロード沿いへの店舗出店を計画していたところ、同じ
く出店を計画していたＪＡ鳥取西部とのコラボレーションが実現した。

0 0

192 192 0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 192

一般財源 0 192

⑤－①

事業費 192 192 192 192 0

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 弓浜絣及び伯州綿製品販売・ＰＲ事業

項 農　業　費



10

6

1

3

19

事業
概要

一般財団法人境港市農業公社が借り受けている農地の適正管理経費を助
成する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

一般財団法人境港市農業公社が借り受けている農地を適正に管理し、景
観の保全と併せて借り受け希望者があった際に、直ちに斡旋できるよう、管
理経費を助成する。

その他

現状と
背景

一般財団法人境港市農業公社の借り受けている農地の中には、長期にわ
たり借り受け希望が無いものもあり、現在の利用権設定期限が到来するま
での間、適正に管理する必要がある。

436 436

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 417 436

⑤－①

事業費 417 436 436 436 19

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 遊休農地利用促進対策事業補助金

項 農　業　費



10

6

1

3

0

事業
概要

農地中間管理事業を行う農地中間管理機構の業務の一部を委託を受け、
相談窓口や、農地出し手との交渉などを行い、担い手農家への農地集積
化等を図る。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

農地中間管理事業を行う農地中間管理機構の業務の一部を委託を受け、
農地の利用効率化、担い手農家への農地集積化等を促進する。

その他

現状と
背景

鳥取県では、鳥取県農業農村担い手育成機構が農地中間管理機構として
指定され、農地中間管理事業規程により、業務の一部（相談窓口、出し手と
の交渉、借受予定農用地等の位置・権利関係の確認など）が市町村等に
委託されている。

0 0

2,344 2,344 ▲ 37

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他 2,381 2,344

一般財源 0 0

⑤－①

事業費 2,381 2,344 2,344 2,344 ▲ 37

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 農地中間管理業務受託事業

項 農　業　費



10

6

1

3

▲ 3,831

事業
概要

県外の人材を積極的に誘致し、伯州綿の栽培、ＰＲ活動、商品企画・開発・
販売に従事させる。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

県外の人材を積極的に誘致し、その定住化・定着を図ることで、地域力の
維持・強化を図る。

その他

現状と
背景

現在の伯州綿の栽培は３名で行っているが、平成29年度予算で１名追加し
４名体制とする。

16,608 158 16,766

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 20,597 16,565

⑤－①

事業費 20,597 16,565 16,608 158 16,766 ▲ 3,831

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別    特別交付税措置10/10地域おこし協力隊員の募集等に要する経費：200万円（上限

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 地域おこし協力隊推進事業

項 農　業　費



10

6

1

3

▲ 204

事業
概要

白ねぎの黒腐菌核病が米子市弓浜部を中心に感染が広がっており、白ね
ぎ農家に深刻な被害をもたらしている。拡大防止のための発生防止策（土
壌消毒、生育期防除）について、県、市、JA鳥取西部で「黒腐菌核病緊急
防除支援事業」を創設する。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

黒腐菌核病発生圃場において、緊急防除対策を行って菌密度の低減と本
病発生を抑制し、生産安定と生産者の営農意欲及び産地の維持・向上を
図ることを目的とする。

その他

現状と
背景

白ねぎの黒腐菌核病が米子市弓浜部を中心に感染が広がっており、白ね
ぎ農家に深刻な被害をもたらしている。

733 180 ▲ 913 0

913 913 913

0

0

県 203 1,105 732 181 913 710財
源
内
訳

国

市債

その他 0

一般財源 204 1,107

⑤－①

事業費 407 2,212 1,465 361 1,826 1,419

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 ネギ黒腐菌核病緊急防除支援事業

項 農　業　費



10

6

1

3

0

事業
概要

伝統的地域資源である「伯州綿」の知名度を全国に広めるため、外部専門
家を招へいし「伯州綿」の魅力や価値を向上させる取り組みを行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

伝統的地域資源である「伯州綿」の知名度を全国に広めるため、外部専門
家を招へいし「伯州綿」の魅力や価値を向上させる取り組みを行う。

その他

外部専門家を年度内に10日以上活
用することに要する経費（旅費、謝金
（報償費））は特別交付税の算定対
象。現状と

背景

H28年度に同事業で高知県四万十町より畦地履正氏を外部アドバイザーと
して招へいし、今後の伯州綿事業に対する提言を受けた。この提言を具体
的に実行していくため、引き続き同氏をアドバイザーとして迎える。

0 1,697 1,697

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 1,697 1,697

⑤－①

事業費 1,697 1,697 0 1,697 1,697 0

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 特別交付税対象

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 外部専門家（アドバイザー）招へい事業

項 農　業　費



10

6

1

3

5,962

事業
概要

誠道町西側の畑地からの飛砂対策として、畑地の一部を用地買収し、緑地
帯等の整備を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

誠道町西側の畑地からの飛砂対策として、畑地の一部を用地買収し、緑地
帯等の整備を行う。

その他

現状と
背景

誠道町では、毎年春頃（3～5月）に強い西風による畑地からの飛砂被害が
あり、地元住民から市に対して対策の要望が度々あがっているため、畑地
の一部を用地買収し、緑地帯等の整備を行う。

16,173 ▲ 6,496 ▲ 3,715 5,962

0

0

0

県 0財
源
内
訳

国

市債

その他

一般財源 0 20,450

⑤－①

事業費 0 20,450 16,173 ▲ 6,496 ▲ 3,715 5,962 5,962

⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額)

目 農業振興費 補助単独の別 無

市長査定・最終調整 予算計上 増減

会計 一　般　会　計 所管課 商工農政課

款 農林水産業費
事業名 誠道町飛砂対策事業

項 農　業　費


